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１ アメリカの刑事裁判 (Law & Order)
 事件の多様性
 法の支配



























｣ 日本の法制度の実態が指摘されていた｡ 要するに, 戦後の








れに対し, ｢日本は独自の法形成をする時代になった｣ というのは ｢その
































が繰り返されるとともに, 合衆国憲法第４, 第５, 第６の各修正条項に関
する合衆国最高裁の見解が示されて決着するという大筋は一貫している｡




いる｡ 例えば, アメリカで最大手の ABCテレビのカメラが2004年に実際
の刑事事件で初めて陪審員室に入り評議内容を放映し，それが５事件, ６

























は, ｢全米騒然の銃撃判決, 疑惑の母 VS. 虐待の祖父, ２歳娘殺したのは























































































される｡ そして大陪審起訴 (indictment) や検察官起訴 (information) 後













) を含めた違法収集証拠の排除法則 (exclusionary rule)
の確立に伴う弁護人依頼権の徹底的重視である｡
まず今日ではわが国でも周知のいわゆるミランダ警告 (Miranda warn-





もあり, 最初の黙秘する権利 (right to remain silent) 以外は省略される





被疑者を取調べ中に ｢もう話さない, 弁護人を｣ の意思表示を無視して取
調べを続行し ｢自白｣ を獲得したところ取調べをガラス越しに監視してい
た警部補の指示でニューヨーク市警の刑事が中に入り取調べを中止させた






次に, 全く思いがけず ｢毒樹の果実｣ や ｢不可避的発見｣ の字幕に接し
て心地よい驚き (pleasant surprise) に浸ったことがある｡
大陪審員長 (Ａ) が某工場への手入れの情報を息子にもらし, それを聞
知したＸが刑事 (Ｐ) の自宅に出かけてＰを射殺したという前提だが, 同























拠としてＸによる警官 (Ｐ) 殺害を認定して結着した｡ さらに興味深かっ
たのは, 審理無効という弁護人の主張に対し検察官が不可避的発見の例外












































成します (Yes, your honor)”と答えたのである｡
Law & Orderシリーズ６の最終回も特に興味深かった｡ 車を相手の車に
故意に衝突させて降りてきた女性を強姦・殺害した男を起訴しかつ死刑を






























場街を東西に走る42丁目 (Forty-Second Street) 周辺の建物の角には複数
の警察官が必ずいたことに示されているように, ニューヨークの治安は最










２ 陪審評議の公開 (ABCニュース DVD)
ABCニュース特別番組 (News Special) で放映された DVDは５事件,
６本組みから成る｡ 以下, 簡単に紹介した後, 若干のコメントを加えるこ
ととしたい｡
 Ohio v. Mark Ducic 多重謀殺 (法定刑はパロールのない終身刑
等または死刑)
Ducic (X) は内縁の妻 (Ａ) と友人 (Ｂ) を相次いで薬物を摂取させ
殺害した加重謀殺 (aggravated murder) で起訴された｡ 被告人らはいずれ
も麻薬密売人 (drug dealer) の前歴がある｡ 陪審員選定時に候補者全員が
























ルなしの終身刑を言い渡した後, 両者は別個 (separate and distinctive)




 Colorado v. Laura Trujillo 子供に対する虐待致死 (法定刑は18～
48年の拘禁刑)
Trujillo (X) は同棲中のボーイフレンド (Ｙ) とともに２歳児 (Ａ) へ








争点であった｡ 陪審の見解は一致せず, 結局，reckless (未必の故意ない
し認識ある過失に相当) に虐待に関与し死亡に至らしめたという第２級故
殺（second degree manslaughter) でＸの有罪が認められた｡ これは軽罪
（misdemeanor) で最高刑は州刑務所での２年間の拘禁刑にとどまり, 虐
待致死が認められた場合の16～48年の拘禁刑とは比較にならないので, 弁
護人はＸに勝った, 勝った (You won, you won) を繰り返していた。そし
て裁判官は後日, Ｘに２年の拘禁刑を言い渡した｡
ちなみに，大阪地裁での裁判員裁判の傍聴時に, 施設から引き取った６







 Colorado v. Bryson Knight 第１級謀殺罪 (法定刑はパロールの
ない終身刑)




ルのない終身刑, または第２級謀殺 (second-degree murder) か故殺 (man-





 Arizona v. Wendy S. Anderson 交通事故による故殺 (法定刑は
７～38年の拘禁刑)
被告人 (Ｘ) は飲酒後のパーティ帰りに左折判断を誤りＡのバイクと正
面衝突しＡを死亡させたという故殺罪 (manslaughter) で起訴された｡ Ａ
の父親が弁護人の発言の途中で激昂して暴言をはいたため審理やり直し




10年半の拘禁刑を言い渡された｡ なお, Ｘはシングルマザーであり, 祖母
とともに何度も拘置所を訪問し, お互いに I love you, I miss youを繰り返
していた小学生と思われる一人娘が20歳になったときに初めてＸのパロー
ルが認められるであろうとの字幕が最後に出ていた｡
 Colorado v. Daniel Prickett 薬物による第２級謀殺罪 (法定刑は
16～48年の拘禁刑)
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被告人 (Ｘ) は義弟 (Ａ) 一家とクリスマス休暇中にＡとチェスを楽し
んでいたところ口論になり, 顔面を殴りつけたことに争いはない｡ Ａはそ
の後トイレで倒れているのが発見され間もなく死亡したが, 死因は飲酒お
よび薬物 (ヘロイン) の過剰摂取 (overdose) によるものと診断された｡
検察官はＸを16年から48年の拘禁刑に処しうる第２級謀殺罪 (second de-
gree murder) で起訴したが, 故殺 (manslaughter) または過失致死
(criminal negligence homicide) の余地のあることを認めていた｡ 陪審は第
２級謀殺罪については一致しなかった (６人が有罪, ５人が無罪, １人が
保留) が, その後の評議で４人は完全無罪とし，８人がＸには何らかの責
任 (some responsibility) があることを認めたため, あらためて評議の結
果, 過失致死で有罪とすることで一致した｡ ２月半後に裁判官による判決

























とになったのかが判然としないなどの疑問点がある｡ 判例 (supra note 15,










































して合衆国最高裁は2008年のベイズ判決 (Baze v. Rees, 128 S.Ct. 1520)
において, ｢われわれの社会は死刑を執行するより人道的な方向に歩み続






1978年 (昭和53年) の大阪天王寺覚せい剤事件判決において, 証拠物の押




































た｡ これが当初のいわゆる憲法修正条項10箇条であり, 権利の章典 (Bill
of Rights) と呼ばれているものである｡ その後, 市民 (南北) 戦争を契機
として, 1865年から1870年にかけて第13修正ないし第15修正の市民戦争修
正条項 (Civil War Amendments) が成立する｡ 1868年 (明治元年) 成立の
第14修正は ｢いかなる州も, 法の適正な手続によらなければ (without due
process of law), 人の生命, 自由または財産を奪うことはできない｡ また
その管轄内にある何人に対しても法の平等な保護 (the equal protection of
the laws) を拒んではならない｣ と定める｡ このいわゆるデュー・プロセ











の先駆けとなり, 現代の憲法的刑事手続法 (the modern law of constitu-
tional criminal procedure) の到来を告げたのが ｢第14修正のデュー・プロ
セス条項は州の刑事手続における弁護人依頼権を含むと解した｣ 1932年の



















































ためミランダの有罪判決は至難と思われたが, 被害者女性 (Ｃ) のほか
















わが国では ｢ミランダは無罪となった｣ とする向きが一部にあるが, ミ
ランダはやり直し裁判であらためて有罪となったことを押えておくのは極
めて重要である｡ アメリカでも ｢ミランダ判決後のミランダの有罪｣ につ
いてはほとんど言及されることはないが，｢自白排除の結果, 無罪放免さ
(桃山法学 第20･21号 ’12)80










































可欠ではないとしてミランダ法則に“公共の安全の例外 (public safety ex-












告知は任意性判断のための一要素にすぎない, したがって, 同法は, ミラ
ンダを廃棄し, ミランダ以前の法状態の復活を意図したものであることは
明らかであるにもかかわらず, 検察側がこの規定を利用することはなかっ
た｡ ところが, スカーリア裁判官が1994年のデイヴィス判決 (Davis v.






ろ, 合衆国司法省は1999年11月１日, 異例にも, 上告受理および第４巡回
区の決定破棄を求める被告人に同意する旨の政府の上告趣意書 (the gov-
(桃山法学 第20･21号 ’12)82




















合衆国最高裁は1914年のウィークス判決 (Weeks v. United States, 232
U.S. 383) で, 郵便を違法に利用した連邦法違反事件につき, 違法に押収
したものを市民である被告人に不利な証拠として用いることを認めれば,
不合理な捜索・押収を受けない権利を市民に保障する合衆国憲法第４修正
は無意味になる (of no value) として, 排除法則は憲法の要求であること










合衆国最高裁は，他方, 1920年のシルヴァーソン判決 (Silverthorne &
Lumber Co., v. United States, 251 U.S. 385) において違法収集証拠は ｢お
よそ用いられてはならない｣ としつつ, それが ｢独立の源から得られる｣
場合には排除する必要はないとし, そして1939年の第二次ナードン判決




外のあることを明らかにした｡ 1963年のワン・サン判決 (Wong Sun v.























































































































併行して 『共犯者の自白 [第２版]』 と 『ミランダと被疑者取調べ [第２
版]』 等の準備を進めており，その成果を利用しつつ Law & Orderなどを





(１) 松尾浩也 ｢裁判員裁判について 国民参加の順調なスタート｣ NBC
927号 (2010年４月)｡
(２) 小早川義則 『裁判員裁判と死刑判決』 (成文堂, 2011年) 196頁等｡
(３) 座談会 ｢実務と英米法｣ ジュリスト600号321頁 (1975年) [鈴木義男
発言]｡ なお, 田宮裕 ｢変革のなかの刑事法 戦後刑事法学は“異端”
だったのか ｣ 松尾浩也先生古稀祝賀論文集上巻10頁 (1998年), 松
尾浩也 『刑事訴訟の原理』 (有斐閣, 2012年) 358頁注 (２) 参照｡
(４) 藤本哲也〈講演〉｢刑事政策の過去・現在・未来｣ 『罪と罰』 49巻２号
(2012年３月) 40頁, 18頁｡
(５) 松尾浩也 ｢『罪と罰』 の50年｣ 『罪と罰』 49巻２号 (2012年３月) 82頁｡
(６) 小早川義則 『共犯者の自白』 (成文堂, 1990年), 『ミランダと被疑者
取調べ』 (成文堂, 1995年), 『デュー・プロセスと合衆国最高裁 Ⅰ
残虐で異常な刑罰, 公平な陪審裁判』 (成文堂, 2006年), 『共謀罪とコ
ンスピラシー』 (成文堂, 2008年), 『毒樹の果実論』 (成文堂, 2010年)｡
『デュー・プロセスと合衆国最高裁 Ⅱ 証人対面権, 強制的証人喚問
権』 (成文堂, 2012年10月)｡




(Supreme Court) やそれに隣接するチャイナタウン, ウォール街, そ
して往年の世界貿易センターのほかセントラルパーク周辺を繰り返し散
策し, ｢犯罪｣ 現場の土地勘もあるだけに, 当時を懐かしく思い出しつ
つ合衆国最高裁判例の重要性を再確認したのは貴重な収穫である｡ 小早










(12) アメリカでは堕胎をめぐりプロ・ライフ (pro-life) と呼ばれる堕胎
禁止派とプロ・チョイス (pro-choice) と呼ばれる堕胎容認派の争いが
ある｡ そして合衆国最高裁は1972年のロウ対ウェイド判決 (Roe v.










派の一部が堕胎医の診療所 (abortion clinic) を襲うなどの事件が続発し
た背景である｡
(13) 広辞苑によると, いわゆるモルモン教会の一夫多妻制度は1890年に廃
止された｡ なお, 合衆国最高裁は1897年のレイノルズ判決 (Reynolds v.
United States, 98 U.S. 145) において，宗教的信念を理由とするモルモ
ン教会のメンバーによる重婚の正当性の主張を退けている｡
(14) exclusionary ruleについては排除法則の訳語が定着していることを考
えると Miranda exclusionary ruleについてもミランダ法則とするのが相
当と思われる｡
(15) Arizona v. Fulminante, 499 U.S. 279 (1991). 本判決は, 義娘への陵辱
殺害事件に関し刑務所で親しくなった男 (Ｙ) 実は検察側の情報提
供者 への告白および出所後に迎えに来たＹとその愛人 (Ｓ) への自
白が強要によるものといえるかが争われた事案に無害 (harmless-error)
法理が適用されたものである｡







てリーミング刑事 (detective Leaming) が押送の途中で“教会葬の話
(Christian burial speech)”をした結果, ＸがＡの死体のある場所に案内
したという事案に不可避的発見 (inevitable discovery) の例外を肯定し
たものである｡







である｡ Cf., Winston v. Lee, 470 U.S. 753 (1985) ; 小早川義則「弾丸摘
出手術の適否」名城法学37巻別冊（1988年)。





(19) Frye v. United States, 293 F. 2d 1013 (1923). 本判決は, 被告人が自
己に有利な証拠としていわゆる嘘発見器による検査結果の許容性を求め
たところ, 科学的証拠に関する専門家証言の許容性は, それが属する特
定の分野において一般的承認 (general acceptance) を得るほど確立し
たものであることが必要であるとした上で被告人の主張を退けたもので
ある｡


























(23) 1994年11月１日付朝日新聞, 詳しくは, 小早川義則 『NYロースクー
ル断想』 (成文堂, 2004年) 433頁以下｡
(24) 岩田太・前掲注 (９) 156－160頁に詳しい｡
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(2007年11月) 参照｡
(26) 合衆国最高裁は1972年の判決 (Johnson v. Louisiana, 406 U.S. 356) に
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の９対３の判決にとどまっている｡
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